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令和元年度【後期】技能検定の準備作業終了
　　令和元年１１月１日（金）、港区芝公園の機械振興会館会議室において、令和元度後期技能検定「光学機器組み立て作業」の実技試験で使用する器材の点検が行われました。この日は、光学各社（オリンパス、キヤノン、トプコン、ニコン）より推薦された６名の技能検定委員の方々により、ガラス部品・備品・副資材等を中心に点検が行われました。

　今年度の東京都における「光学機器組立て作業の実技試験」は、１２月７日（土）、８日（日）、１４日（土）の３日間に実施され、１級１５人、２級２２人、合計３７人の方が受験する予定です。

　後期技能検定委員の任期は１年間で毎年１１月が交代月となります。
令和元年度【後期】技能検定　首席・事務局会議開催
　　令和元年１１月２９日（金）午前、千代田区飯田橋　東京しごとセンターにて、令和元年度後期技能検定　首席技能検定員・事務局会議が開催されました。当協会からは、木下首席技能検定員及び事務局長が出席いたしました。

　会議では、冒頭委嘱状の交付が東京都職業能力開発協会より行われ、その後技能検定試験に関する様々な注意事項の説明が行われました。

同日の午後、港区芝公園の機械振興会館会議室において、水準調整会議が開催されました。技能検定関連各社（キヤノン㈱、㈱トプコン、オリンパス㈱、㈱ニコン）の事務局及び技能検定委員が参加しました。
　会議では、冒頭委嘱状の交付が木下首席技能検定委員により行われました。　　　１２月７日から実施される「光学機器組立て作業の実技試験」に関する様々な確認事項を点検し、打ち合わせを終了しました。
平成３１年度第３回ISO上層委員会報告会
　　平成３１年１０月２９日（火）午後、（一財）日本規格協会　国際標準化戦略ユニット主催の平成３１年度ISO上層委員会報告会が港区の三田MTビルにて開催されました。テーマ及び講師は以下の通り。（敬称略）
◆第４２回ISO総会報告：

：経済産業省　産業技術環境局　国際標準課統括基準認証推進官

　　　　　　　　　高田　元樹
◆第７６回ISO／TMB（技術管理評議会）報告


：経済産業省　産業技術環境局基準認証専門官
　　　　　　　　　　　　　猿橋　淳子
◆第１１０回ISO理事会報告



：一般財団法人　日本規格協会　標準化支援ユニット長
　中川　梓（ISO理事会メンバー）
◆ＪＳＡからのお知らせ

：一般財団法人　日本規格協会　国際標準化ユニット　
　　　　　　　　　　
　　　　　清水　裕貴

　　　　　　　　　　下請取引の適正化について
　　　　　　　　　　　　　　　（２０１９１０１０中第４号）

令和元年１１月１５日付で、当協会会長宛に、公正取引委員会委員長及び計刺し産業大臣より「下請取引の適正化について」を受領いたしました。
以下は、その抜粋です。
公正取引委員会及び経済産業省は、日頃より、下請代金支払遅延等防止法（昭和３１年法律第１２０号。以下「下請法」といいます。）に違反する行為に対して厳正に対処するとともに、同法の普及啓発を行っております。
＜中小企業の取引環境＞
　我が国経済は緩やかな回復基調にあり、企業収益の拡大や倒産件数の減少が続くなど、経済の好循環が浸透する一方、度重なる災害をはじめ、人手不足の深刻化、労働生産性の伸び悩みなど、中小企業を取り巻く環境は厳しい面もあります。また、これから年末にかけての金融繁忙期を迎えるに当たり、下請事業者の資金繰りについて一層厳しさを増すことが懸念され、親事業者が下請代金を早急にかつ可能な限り現金で支払い、下請事業者の資金繰りに支障を来さないようにすることが必要です。
＜下請法の理解と下請代金支払の適正化＞
　経済の好循環を実現するには、下請等中小企業の取引条件を改善していくことが重要という問題意識の下、政府を挙げて下請け対策の強化に取り組んでおり、平成２８年１２月には、違反行為の未然防止や事業者による情報提供に資するよう、下請法に関する運用基準を改正するとともに、親事業者による下請代金の支払いについても以下の事項と旨とした通達を発出しました。
〇下請代金の支払いは、できる限り現金によるものとすること
〇手形で下請代金を支払う場合には、割引料を下請事業者に負担させることがないよう下請代金の額を十分に協議すること
〇手形サイトは、将来的に６０日以内とするよう努めること
　引き続き、下請取引の適正化に取り組むよう、親事業者となる会員に対して周知徹底するよう要請いたします。
令和元年十月十一日から同月十四日までの間の暴風雨及び豪雨によ　り影響を受けている下請中小企業との取引に関する配慮について
　　　　　　　　　　　　　　　（２０１９１０２９中第１号）

令和元年１１月１日付で、当協会会長宛に、経済産業大臣より「令和元年十月十一日から同月十四日までの間の暴風雨及び豪雨により影響を受けている下請中小企業との取引に関する配慮について」を受領いたしました。

以下は、その抜粋です。

　令和元年十月十一日から同月十四日までの間の暴風雨及び豪雨によって、岩手県、宮城県、福島県、茨木県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、山梨県、長野県及び静岡県において交通インフラや建物・設備の損害が確認される等、当該暴風雨及び豪雨の発生に伴う取引上の影響は、被災地域の親事業者、下請事業者と取引のある全国の親事業者、下請事業者に広がる可能性があります。
　過去の大規模地震発生時においても、下請事業者の責任によらない受領拒否、返品、支払遅延等に関する相談や、従来の取引先から発注が受けられなくなったといった相談がよせられたところです。
　貴団体におかれましては、経営基盤の弱い中小企業者・小規模事業者に対するこれらの影響を最小限とするため、貴団体所属の親事業者に対して、下記の事項について周知徹底を図るなど適切な措置を講じていただくよう要請いたします。
1． 記
2． 親事業者においては、今回の暴風雨及び豪雨の発生を理由として、下請業者に一方的に負担を押し付けることがないよう、十分に留意すること
3． 親事業者においては、今回の暴風雨及び豪雨によって影響を受けた下請事業者が、事業活動を維持し、又は今後再開させる場合に、できる限り従来の取引関係を継続し、あるいは優先的に発注を行うよう配慮すること
関連団体短信

（一社）日本オプトメカトロニクス協会セミナー案内


「光学実験入門」技術講座
開催日
：２０２０年３月５日(木)　　１０：００～１７：２５
　　　　　　　　　３月６日（金）
　　９：００～１５：１５
　幾何光学などで、物体と像との関係を調べたり、できた像の大きさなどをもとめたりしますが、本講座では実際に凸レンズ凹レンズを用いて光学ベンチ上に組み上げ、その動向が計算結果と合致するかを確認しながら行っていきます。レンズには収差が発生することは避けられませんが、球面収差や軸上の色収差を実験でその量を計測して、同時に収差量を計算した結果と比較して理解を深めます。また、ルーぺ、プロジェクター、レンズメータ、望遠鏡、顕微鏡、ズームレンズなどの光学系を光学ベンチ上に実際に作り各レンズの役割を実験でデータを取りながら確認していきます。本講座では参加される方々に実際にレンズに触れ、光学系を組み上げて像を作っていただきます。そしてその時の像の状態やレンズ間隔などを計測してデータ表に記入していただきます。同時に理論上の計算などを行い実験結果のデータと比較して、その違いなどを考察していきます。更に、レンズで像を作るためには、光軸が合致していることが必要不可欠であることなどを、実験を通じて理解を深めていただければと期待しております。
会場　
：機械振興会館　別館４F（東京都港区芝公園3-5-22）
プログラム／講師　斎藤　晴司氏
＜１日目＞１．ピンホールカメラの実験
２．レンズの焦点距離の計測実験 
３．レンズによる結像実験
４．レンズの収差測定の実験
５．ルーペの実験
＜２日目＞６．スライドプロジェクターの実験
７．レンズメータの実験
８．望遠鏡の実験
９．顕微鏡の実験
１０．組み合わせレンズの実験









以上

令和元年９月生産・出荷統計
	
	生　　産
	受　入
	出　　荷
	月末在庫

	
	数　量
	金　額

(百万円)
	数　量
	販　売
	その他
	数　量

	
	
	
	
	数　量
	金　額

(百万円)
	数　量
	

	デジタル

カメラ
	229,464
(0.93)
	10,216
(0.85)
	381,124
(1.06)
	258,149
(0.84)
	14,139
(0.95)
	381,188
(1.17)
	123,490
(0.47)

	フィルム

カメラ
	6.027
(0.82)
	6,475
(0.80)
	5,423
(1.12)
	6,938
(0.94)
	7,805
(0.89)
	4,344
(0.70)
	10,603
(1.24)

	交換レンズ


	185,270
(0.77)
	10,183
(0.75)
	141,626
(0.78)
	290,564
(0.72)
	12,834
(0.72)
	33,671
(0.64)
	583,530
(1.22)

	光学・精密

測定機
	26,855
(1.01)
	6,137
 (0.88)
	-
	28,682
(0.99)
	7,010
(0.95)
	-
	33,750
(1.26)

	光分析機器


	15,451
(1.05)
	23,106
(1.05)
	-
	16,554
(1.05)
	25,692
(1.06)
	-
	6,180
(0.82)

	測量機


	 4,491
(0.85)
	742
(0.87)
	-
	15,252
(1.09)
	2,255
(1.00)
	-
	8,530
(1.15)

	合　計


	  -    


	56,859
(0.89)
	-
	-

	69,735
(0.93)
	-
	-



(　　　)内は、前年度比

注） 「受入」:調査期間中に工場または倉庫に次の事由により受入れられた製品の数量

（1） 他企業から購入したもの(輸入を含む)

（2） 同一企業内の他工場から受入れたもの

（3） 委託生産品及び委託加工品を委託先の工場から受入れたもの

（4） 返品(戻入れ)されたもの　
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